
   1頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時52分39秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052010 人事課人事係

事務事業 02237 人事給与管理事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 004 市民の要請に応える職員の育成
事務事業 001 人事給与管理事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成16年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 義務的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員法

平成２８年度の事務事業の見直しにより、平成２９年度から以下の事業を統合しています。
・人事異動事務　・人事評価事務　・服務規律確保等事務　・人事システム管理業務　・給与事務 所属長名

担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 人事異動、人事評価、服務規律確保、給与計算など

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 23,580 19,140 23,650
事業費 5,940 5,940 7,810
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 571 313 396
一般財源 5,369 5,627 7,414

人件費計 17,640 13,200 15,840
正規（人） 2.80 2.00 2.40

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

人事異動者数303人（ 人事異動者数266人（ 人事異動者数353人（
令和2.4.1） 令和3.4.1） 令和4.4.1）

人事評価、自己アピー 人事評価、自己アピー 人事評価、自己アピー
ル（会計年度任用職員 ル（会計年度任用職員 ル（会計年度任用職員【事務事業活動実績】
を除く全職員） を除く全職員） を除く全職員）

綱紀粛正面談の実施 綱紀粛正面談の実施 綱紀粛正面談の実施

給与等計算2946人 給与等計算3012人 給与等計算3042人

IP27P040



   2頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時52分39秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052010 人事課人事係
事務事業 02237 人事給与管理事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の事業であり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の適正配置により市民サービスを向上します。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 １

理由 システムを効率的に運用するため、常に見直しを進めています。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体においても同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
人事異動、人事評価については、市民サービスを維持していく上で必要な事業であるため、改善を続けながら継

採択続していきます。給与等支給に関する事務については、引き続きシステムを活用した事務の効率化を検討してい
きます。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   3頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時52分40秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052010 人事課人事係

事務事業 02238 職員採用・退職事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 004 市民の要請に応える職員の育成
事務事業 002 職員採用・退職事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 経常的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員法

所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 職員の任免、職員募集のＰＲ、職員採用試験の実施、退職者の調整（早期退職募集含む）、退職金の計算・支給
など

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 362,051 516,299 524,031
事業費 354,491 505,739 512,811
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 354,491 505,739 512,811

人件費計 7,560 10,560 11,220
正規（人） 1.20 1.60 1.70

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

正規1110人（R1退47人 正規1147人（R2退25人 正規1168人（R3退44人
、R2採59人) 、R3採62人) 、R4採65人)
再任用73人（R1退9人 再任用57人（R2退22人 再任用48人（R3退16人
、R2採15人) 、R3採6人) 、R4採7人)
任期付151人（R1退10 任期付150人（R2退17 任期付153人（R3退21【事務事業活動実績】
人、R2採23人) 人、R3採16人) 人、R4採24人)
嘱託26人（R1退2人、R 嘱託29人（R2退2人、R 嘱託30人（R3退7人、R
2採5人） 3採5人） 4採8人）

IP27P040



   4頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時52分40秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052010 人事課人事係
事務事業 02238 職員採用・退職事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の事業であり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の任免による組織の活性化が市民サービスの向上に繋がります
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 １

理由 試験や募集方法の見直しなど、改善に取り組みました。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体でも同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
多様な市民ニーズに対応するため、適切な職員の任免を引き続き実施していく必要があります。優秀な人材を確

採択保するため、新たな職員採用試験や職員募集の方法を引き続き検討していきます。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   5頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時52分40秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052010 人事課人事係

事務事業 02239 会計年度任用職員等任用事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 001 １９行財政運営その他
事務事業 002 会計年度任用職員等任用事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 経常的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員法

地方公務員法等の改正により、令和２年度から会計年度任用職員制度へ移行されました。
所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 会計年度任用職員の任免、社会保険（健康保険、厚生年金、雇用保険、労災）の手続き、費用の徴収及び納付、
報酬等計算及び支払いなど

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 312,124 329,321 441,618
事業費 308,974 317,441 427,098
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 308,974 317,441 427,098

人件費計 3,150 11,880 14,520
正規（人） 0.50 1.80 2.20

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

会計年度任用職員数 会計年度任用職員数 会計年度任用職員数
フルタイム209人 フルタイム222人 フルタイム216人
パートタイム1,377人 パートタイム1,407人 パートタイム1,423人
社保(健保・厚年) 社保(健保・厚年) 社保(健保・厚年)
労災・災害補償費 労災・災害補償費 労災・災害補償費【事務事業活動実績】
雇用保険 雇用保険 雇用保険

IP27P040



   6頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時52分40秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052010 人事課人事係
事務事業 02239 会計年度任用職員等任用事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の取り組みであり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 会計年度任用職員の任免により多様な市民サービスに対応できます
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 １

理由 例月チェック用のシート作成など、事務改善に取り組みました。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体でも同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
多様な市民ニーズに対応するため、適切な会計年度任用職員の任免を引き続き実施していきます。

採択

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   1頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02254 職員健康管理事業 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 001 １９行財政運営その他
事務事業 003 職員健康管理事業

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 一部委託 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 義務的／政策的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 労働安全衛生法第１９条、第６６条、第６６条の１０

所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象 職員が

目的 自己の健康管理に努め、健康の保持増進ができるようになります。

手段 職員の健康保持のため、各種の健診（検診）検査を行い、疾病の早期発見・早期治療に努めるほか、健康指導及
び生活指導により健康の増進と体力の向上を図り、活気のある職場づくりを図ります。

事務内容 産業医による健康相談の実施、人間ドック・定期健康診断、Ｂ型肝炎予防事業・破傷風予防接種の実施、臨床心
理士による「こころの健康相談」実施、ストレスチェック事業の実施

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 28,711 29,949 34,714
事業費 23,671 24,669 26,794
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 23,671 24,669 26,794

人件費計 5,040 5,280 7,920
正規（人） 0.80 0.80 1.20

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

定期健康診断 定期健康診断 定期健康診断
　３５２人 　３９６人 　４４０人
人間ドック 人間ドック 人間ドック
　８３３人 　１，０２７人 　１，５５０人
生活習慣病予防健診 生活習慣病予防健診 生活習慣病予防健診【事務事業活動実績】
　７１４人 　６１６人 　７３０人

IP27P040



   2頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02254 職員健康管理事業

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

健康診断受診率 95.00 95.00 95.00
％

93.87 96.64 0.00

精密検査受診率 95.00 95.00 95.00％
74.11 73.14 0.00

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の取組みであり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の健康増進が市民サービスの向上につながります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3 ２

理由 精密検査の受診率が目標に到達していません。
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 委託内容、事務手続き等の改善を実施しています。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体と比較して適正なサービスを実施しています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
職員の健康の保持及び増進のため、各種の健診・検査等を行い、疾病の早期発見・早期治療に努めています。ま

採択た、職員の健康相談・健康指導も行っており、これらの事業が活気のある職場づくりに繋がっています。一方で
精密検査の受診率が目標に到達していないため、受診率向上の手立てが必要です。今後も継続して事業を実施し
ていきます。１次コメント

（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   3頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02255 基本研修事業 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 004 市民の要請に応える職員の育成
事務事業 003 基本研修事業

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 政策的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員法第３９条

所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象 職員が

目的 公務の本質を理解し公正かつ能率的な業務遂行が可能となります。

手段 全体の奉仕者である公務員の責務を自覚し、市民に対して公正・公平な姿勢を培うとともに、主体的かつ効率的
に職務を遂行する能力の向上を図るため、階層別の一般研修、課題別の特別研修、職場研修、県研修センター等
への派遣研修を実施します。

事務内容 新規採用職員研修、主事研修、キャリアデザイン研修、監督者研修、課長研修、西三河７市町職員研修協議会主
催の各研修　等

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 11,970 16,034 20,359
事業費 5,670 9,434 13,759
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 5,670 9,434 13,759

人件費計 6,300 6,600 6,600
正規（人） 1.00 1.00 1.00

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

新規採用職員前期研修 新規採用職員前期研修 新規採用職員前期研修
　コロナにより中止 　76人 　83人
マネジメント能力強化 マネジメント能力強化 マネジメント能力強化
研修　19人 研修　20人 研修　20人
課長研修（説明責任能 課長研修（説明責任能 課長研修（説明責任能【事務事業活動実績】
力養成研修）　11人 力養成研修）　5人 力養成研修）　10人
課長研修（ハラスメン 課長研修（メンタルヘ
ト防止研修）　78人 ルス研修）　21人

IP27P040



   4頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02255 基本研修事業

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

新規採用職員研修の理 100.00 100.00 100.00
解度 ％

100.00 100.00 0.00

管理者研修の受講率 100.00 100.00 100.00％
93.68 96.30 0.00

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 詩職員に必要な階層教育は市が実施する必要があります。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の職務遂行能力の向上に対する市民ニーズはあります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3 １

理由 ほぼ目標どおり実施できています。
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 研修の見直しを毎年実施しています。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他の自治体においても同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
職員が公務の本質を理解し、公正かつ能率的な業務遂行を行うために必要な事業であるため、引き続き実施して

採択いきます。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   5頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02256 能力開発研修事業 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 004 市民の要請に応える職員の育成
事務事業 004 能力開発研修事業

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 政策的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員法第３９条、職員自己啓発支援制度実施要領

平成２８年度の事務事業の見直しにより、平成２９年度から以下の事業を統合しています。
・自己啓発研修事業　・能力開発研修事業 所属長名

担当者

備考

【事業分析】
対象 職員が

目的 市民の視点で高い政策形成能力を備えた職員になります。

手段 自立的な地域経営に資するよう、先見性や創造性を養い、市民との協働の視点で政策を立案・実行できる能力の
向上を図るため、政策法務研修、プレゼンテーション研修等を実施します。国・県並びに民間の研修専門機関が
実施する高度で専門的な研修に職員を派遣します。また、積極的に自己の能力開発を図るため、選択制の通信教
育講座を開講するとともに、職員の自主的な学習を支援します。

事務内容 政策法務研修、プレゼンテーション研修、先進都市視察研修、専門機関派遣研修、海外派遣研修、通信教育研修
、職員自己啓発支援　等

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 7,895 9,634 20,384
事業費 4,115 5,674 16,424
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 4,115 5,674 16,424

人件費計 3,780 3,960 3,960
正規（人） 0.60 0.60 0.60

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政策法務研修 政策法務研修 政策法務研修
  40人 　 21人 　 35人
先進地視察研修 先進地視察研修 先進地視察研修
　 0人 　  0人 　 10人
派遣研修 派遣研修 派遣研修【事務事業活動実績】
　43人 　 62人 　104人
通信教育研修 通信教育研修 通信教育研修
　123人   132人   130人
職員自己啓発支援 職員自己啓発支援 職員自己啓発支援
　16人 　 12人 　 20人

IP27P040



   6頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02256 能力開発研修事業

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

派遣研修受講率 100.00 100.00 100.00
％

46.24 60.19 0.00

通信教育研修の受講者 100.00 100.00 130.00人数
123.00 132.00 0.00

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 ３
理由 必要に応じて民間等の研修期間を活用しています。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の専門実務能力の向上に対する市民のニーズはあります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3 ２

理由 コロナにより派遣者数が減少しました。
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 派遣手続き事務の簡素化など事務改善に取り組んでいます。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体においても同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
職員が市民の視点に立ち、その期待に応えうる高い政策形成能力を備えるために必要な事業であるため、引き続

採択き実施していきます。研修内容については、必要に応じ見直しを検討していきます。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   7頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02257 公務災害補償事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 001 １９行財政運営その他
事務事業 004 公務災害補償事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 義務的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 地方公務員災害補償法、地方公務員法第４５条

所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 公務災害の補償と災害の発生抑制に係る事務

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 1,260 1,320 1,320
事業費 0 0 0
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 0 0 0

人件費計 1,260 1,320 1,320
正規（人） 0.20 0.20 0.20

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

職場巡視 職場巡視 職場巡視
　1回 　1回 　1回
職場快適パトロール隊 職場快適パトロール隊 職場快適パトロール隊
　2回 　2回 　2回

【事務事業活動実績】

IP27P040



   8頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02257 公務災害補償事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の取組みであり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 安心して働ける環境づくりが市民サービスの向上につながります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 再発防止のため、災害状況の共有を図っています。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体においても同様の事務を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
よりよい市民サービスの提供をおこなうためには、職員が安心して働ける環境が必要であるため、今後も引き続

採択き適正に事務を実施します。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



   9頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02258 職員駐車場管理事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 001 １９行財政運営その他
事務事業 005 職員駐車場管理事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 経常的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 職員の通勤に伴う自家用車の駐車場管理規程

所属長名
担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 本庁等職員の駐車場管理

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 34,374 29,519 31,748
事業費 32,484 27,539 29,768
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 10,127 10,435 10,332
一般財源 22,357 17,104 19,436

人件費計 1,890 1,980 1,980
正規（人） 0.30 0.30 0.30

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

駐車場利用台数 駐車場利用台数 駐車場利用台数
　４３０台 　４２０台 　４２０台

【事務事業活動実績】

IP27P040



  10頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02258 職員駐車場管理事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の取組みであり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の福利厚生の向上が市民サービスの向上につながります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 駐車場区画抽選の手続き等の簡素化に努めています。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体においても同様の事業を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
職員駐車場の管理事務は、市民サービスを提供する職員の福利厚生として必要な事務であるため、引き続き実施

採択していきます。

１次コメント
（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041



  11頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（１/２）
11時53分54秒

【関連予算情報】評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
予算事業 予算所属名称予算事業番号所属 0001052020 人事課職員係

事務事業 02259 都市共済事務 電話番号 0566-71-2203
【基本情報】
計画次数 02 第８次安城市総合計画
５Ｋの分類 006 行財政運営
項目（施策） 001 １９行財政運営
施策の方針 001 １９行財政運営その他
事務事業 006 都市共済事務

新規継続区分 継続 経常臨時区分経費区分 経常経費 経常

平成元年度事業期間 ～
実施方法 直営 補助単独区分 単独 ハードソフト ハード事業
会計区分 一般会計 事業区分 義務的 性質別費目
健幸事業 マニフェスト 地方創生
根拠法令等 健康保険法、共済組合法、地方公務員法第４３条

平成２８年度の事務事業の見直しにより、平成２９年度から以下の事業を統合しています。
・都市共済事務（短期給付）　・都市共済事務（長期、福祉　他） 所属長名

担当者

備考

【事業分析】
対象

目的

手段

事務内容 愛知県都市職員共済組合の短期給付（医療給付等）、長期給付、貸付、貯金、宿泊、保健、財形等に関する事務

（単位：千円）【コスト】
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
決算額 決算額 予算額

トータルコスト 6,300 6,600 8,580
事業費 0 0 0
国庫支出金 0 0 0
県支出金 0 0 0
地方債 0 0 0
その他 0 0 0
一般財源 0 0 0

人件費計 6,300 6,600 8,580
正規（人） 1.00 1.00 1.30

その他経費 0 0 0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

都市職員共済組合員数 都市職員共済組合員数 都市職員共済組合員数
　1,203人（R2.4.1） 　1,422人（R3.4.1） 　1,453人（R4.4.1）

【事務事業活動実績】

IP27P040



  12頁
令和 4年 8月20日事務事業評価シート（２/２）
11時53分54秒

評価年度 令和 3年度 進捗区分 ２次評価
所属 0001052020 人事課職員係
事務事業 02259 都市共済事務

上段：目標値　下段：実績値【定量評価】
指標名 単位 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

【定性評価】
評価の観点カテゴリ 基準 ランク

必要性 国・県・民間等との補 １ 国・県・民間等がサービスを行っていない
完性 ２ 国・県・民間等のサービスは不十分で、市で補完する必要がある

国・県・民間等が同様のサービスを行っている３1 １
理由 内部の取組みであり、他の事業主体が行うものではありません。
必要性 市民ニーズの有無 １ 市民ニーズは充分にある

２ 社会情勢の変化等により市民ニーズは低下している
市民ニーズはない又は不明である３2 １

理由 職員の福利厚生の向上が市民サービスの向上につながります。
有効性 目標に対する進捗状況 １ 目標を上回る又は目標どおりの進捗である

２ 目標を下回る進捗状況である
進捗はかなり遅れている３3

理由
効率性 事業の効率化・事業費 １ 事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている

の削減 ２ 事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる
事業手法の検討や事務改善にあまり取り組めていない３4 ２

理由 月例業務の簡素化に取り組んでいます。
公平性 事業規模・サービス水 １ 環境変化や他自治体等と比較して適正である。

準 ２ 環境変化や他自治体等と比較してあまり適正でない。
環境変化や他自治体等と比較して適正でない。３5 １

理由 他自治体においても同様の事務を行っています。
【１次評価結果】

維持・継続事業の方向性
都市共済事務は、職員の生活を支えていくうえで必要な長期給付、短期給付、貸付、貯金などの事務を行うもの

採択で、今後も継続していきます。なお、令和４年度からは共済組合法の適用拡大により、短時間勤務職員の多くが
都市共済組合員となるため、定例事務量の増加が想定されるため効率的な事務処理を意識して業務にあたります
。１次コメント

（４００文字）

予算の方向性

【２次評価結果】
評価未実施事業の方向性
本事業においては、２次評価を実施していません。

２次コメント
（４００文字）

IP27P041


